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京都府

15,988

4,500

11,500

子育て学習プログラム推進事業費 7,000

無

平成28年度地域少子化対策重点推進事業（平成28年度第2次補正予算）実施計画書（都道府県分）

少子化対策条例の理念に基づきオール京都で取り組む
結婚を望む人が結婚できる環境整備事業

　平成２９年４月１日　～　平成３０年　３月３１日

※婚姻数：１２，４３１件（平成２７年）、婚姻率：４．８（平成２７年）、出生数：１９，６４４人（平成２７年）、合計特殊出生率：１．２６（平成
２７年）

事 業 内 容

地域の実情と課題
（これまでの都道府
県における少子化対
策の取組全体及びそ
の効果検証等から浮
かび上がった地域の
実情と課題について
記述）

27,488

若者ライフデザイン・育児と仕事両立体験事業費

　

２　「ニッポン一億総活躍プラン」を推進するための地域の体制整備や
人材育成に係る先進的な取組

少子化対策全体の重
要業績評価指標(KPI)
及び定量的成果目標

京都府では、平成２５年１１月「京都府少子化対策総合戦略会議」を設置。総合的かつ抜本的な少子
化対策の検討を進めるとともに、府内市町村の合計特殊出生率と少子化の要因に関係する社会指標と
の関係についての分析や、２０～４４歳の男女を対象とした府民意識調査を実施。その結果、未婚
化・晩婚化が全国トップレベル（男性第３位、女性第２位）にある一方で、未婚者の約８５％が結婚
の意向があり、結婚できる条件や環境整備が求められている。また、２０代後半・３０代前半の女性
が結婚を決める条件として、「子どもを欲しくなる。」をあげており、妊娠・出産の正しい知識や、
出産・育児に係るポジティブなイメージの涵養が求められている。
　これらの課題に対応するため、平成２７年１０月結婚支援の総合拠点として「きょうと婚活応援セ
ンタ－」を設立。また、平成２８年４月「京都府少子化対策条例」を施行、条例に基づく少子化対策
基本計画を策定し、結婚から妊娠・出産までの切れ目のない支援施策の推進している。

少子化対策基本計画
　・出生数　　　　　２２，０００人（平成３０年）　（平成２７年１９，６４４人）
　・婚活支援団体(マスター）等による婚姻成立数(累計)　　６００組（平成２９～３１年度）（平成２７年度１１８組）
　・平均初婚年齢　全国順位(年齢の低い順）　夫３５位、妻４０位　（平成２７年　夫４０位、妻４４位）

15,988
１　「ニッポン一億総活躍プラン」に掲げられた結婚支援に係る新たな
取組

きょうと婚活応援センター事業費　

・京都府少子化対策条例   第２章第１節 「結婚の支援に関する施策」 

  相談体制の整備、結婚支援のための仕組みの整備、結婚支援団体の登録等 
・条例第１１条に定める「少子化対策基本計画」  
  Ⅰ結婚の１２３１２３支援（①若い世代が結婚について考える意識や機運の醸成、②結婚支援と連携した若者の
定着促進 

  ③地域等における婚活支援活動の充実、④きょうと婚活応援センタ－の機能強化、⑤結婚時における経済的 
  支援の検討） 


